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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第43期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第44期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第43期

会計期間

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　３月31日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ３月31日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 1,876,5492,145,87915,537,213

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △369,394△441,788 578,777

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △398,155△461,197 412,942

純資産額 (千円) 10,719,78710,932,44411,490,549

総資産額 (千円) 24,622,98823,416,47921,677,904

１株当たり純資産額 (円) 1,501.291,531.071,609.23

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △55.76 △64.59 57.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.5 46.7 53.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △670,597△429,5071,104,362

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,249△312,881△186,132

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,106,4511,188,701△784,391

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,252,0641,471,6541,025,813

従業員数 (名) 1,006 965 968

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第43期第１四半期連結累計(会計)期間及び第44期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数(名)
965
(263)

(注) １　従業員数は就業人員であります。嘱託・顧問(54名)は含んでおりません。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数(名)
846
(225)

(注) １　従業員数は就業人員であります。嘱託・顧問(46名)は含んでおりません。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。なお、前年同四半期比につきましては、前年同四半期と比較し実質的にセ

グメント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載してお

ります。

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

環境コンサルタント事業   

環境アセスメント及び環境計画部門 589,485 117.4

環境生物部門 393,067 82.3

数値解析部門 138,216 79.7

調査部門 728,342 96.3

環境化学部門 550,957 104.3

気象・沿岸部門 87,561 169.1

建設コンサルタント事業   

河川部門 508,300 65.1

水工部門 400,153 67.8

道路部門 195,623 67.4

橋梁部門 300,329 79.6

情報システム事業 106,604 73.8

不動産事業 39,923 71.8

合計 4,038,563 85.4

(注) １　金額は販売価格で表示しております。
２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

環境コンサルタント事業     

環境アセスメント及び
環境計画部門

235,419 103.3 1,213,684 74.4

環境生物部門 267,999 82.0 1,111,317 76.3

数値解析部門 75,705 77.9 340,824 70.5

調査部門 405,767 127.8 1,647,116 87.8

環境化学部門 312,584 104.8 793,592 87.8

気象・沿岸部門 1,631 2.3 45,105 69.8

建設コンサルタント事業     

河川部門 361,454 65.9 1,426,356 60.9

水工部門 366,137 159.3 1,022,903 62.8

道路部門 62,974 29.6 465,170 66.3

橋梁部門 168,629 43.0 765,506 69.3

情報システム事業 34,879 46.0 134,951 72.5

合計 2,293,182 82.0 8,966,528 72.4

(注) １　金額は受注契約金額で表示しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円)
前年同四半期比

(％)

環境コンサルタント事業   

環境アセスメント及び環境計画部門 189,165 202.6

環境生物部門 281,572 225.0

数値解析部門 46,129 52.7

調査部門 536,063 98.5

環境化学部門 553,800 101.2

気象・沿岸部門 72,352 140.6

建設コンサルタント事業   

河川部門 85,902 235.2

水工部門 71,265 96.5

道路部門 82,654 121.3

橋梁部門 130,022 109.2

情報システム事業 57,030 76.7

不動産事業 39,923 71.8

合計 2,145,879 114.4

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結会計期間

の業績には季節的変動があります。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

国土交通省 470,432 25.1 540,908 25.2

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業等のリスク】

当四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の回復に支えられて、輸出が持ち直すとともに、

企業収益に回復基調が見られたものの、依然として設備投資や雇用の改善は鈍く、また平成23年３月11日に発生

した「東日本大震災」により、景気の先行きが不透明な状況となっております。

官公庁からの受注依存度が高い当社グループにおいては、公共投資の縮減、低価格競争、契約形態の変更等が

継続する中で、平成22年度補正予算等の効果も少なく、極めて厳しい市場環境、受注環境が続きました。

このような状況のなか、当社グループの安定的な経営を行うために、平成22年から平成24年までの中期経営計

画を策定し、「イノベーションによる技術革新とムダ取り」を推進することにより、抜本的な経営改善・経営改

革に取り組んでいるところです。平成23年には、特に「市場創成と新規事業の展開」を強力に推進し、強い経営

体質の構築と安定的な成長を目指しております。

これらの結果、当第１四半期(平成23年１月１日～平成23年３月31日)における連結業績は、受注高22億９千３

百万円(前年同四半期比18.0％減)、売上高は21億４千５百万円(前年同四半期比14.4％増)となり、通期予想売上

高137億円の15.7％を計上いたしました。これは当社グループの売上高が第２四半期に集中する季節変動特性を

有しているためであります。

また、販売費及び一般管理費は通期でほぼ均等に計上されるため、第１四半期までの営業損失は４億３千２百

万円(前年同四半期　営業損失３億４千８百万円)、経常損失は４億４千１百万円(前年同四半期　経常損失３億６

千９百万円)、四半期純損失は４億６千１百万円(前年同四半期　四半期純損失３億９千８百万円)となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日)を適用しております。前年同四半期比につきましては、前年同四半期と比較し実質的にセ

グメント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載して

おります。
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(環境コンサルタント事業)

同事業は、当社及び連結子会社３社(新日本環境調査㈱、沖縄環境調査㈱、東和環境科学㈱)が行っている事業

であり、環境アセスメント及び環境計画部門、環境生物部門、数値解析部門、調査部門、環境化学部門及び気象・

沿岸部門の６部門より構成されております。

売上高は16億７千９百万円（前年同四半期比15.8％増）、セグメント損失は８千８百万円（前年同四半期　営

業損失７千９百万円）となりました。

 

(建設コンサルタント事業)

同事業は、河川部門、水工部門、道路部門、橋梁部門の４部門より構成されています。

売上高は３億６千９百万円（前年同四半期比23.9％増）、セグメント損失は３億６千４百万円（前年同四半

期　営業損失３億３千７百万円）となりました。

 

(情報システム事業)

同事業は、システム開発及び画像解析等の事業を行いました。

売上高は５千７百万円（前年同四半期比23.1％減）、セグメント損失は１千４百万円（前年同四半期　営業利

益１千８百万円）となりました。

 

(不動産事業)

同事業は、赤坂のオフィスビル、旧本社ビル等の不動産賃貸事業を行いました。

売上高は５千４百万円（前年同四半期比22.3％減）、セグメント利益は３千３百万円（前年同四半期比

30.7％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)

資産合計は、前連結会計年度末と比べ17億３千８百万円増加し、234億１千６百万円となりました。流動資産に

つきましては、主に現金及び預金の増加４億４千５百万円、仕掛品の増加11億７千７百万円により、前連結会計

年度末に比べ16億３千６百万円増加し、80億１千９百万円となりました。固定資産につきましては、主に建物の

減少６千６百万円、有形固定資産その他の増加２億５千８百万円、繰延税金資産の減少８千５百万円により、前

連結会計年度末に比べ１億１百万円増加し、153億９千７百万円となりました。

(負債)

負債合計は、前連結会計年度末と比べ22億９千６百万円増加し、124億８千４百万円となりました。流動負債に

つきましては、主に短期借入金の増加９億円、賞与引当金の増加２億３百万円により、前連結会計年度末に比べ

22億５千３百万円増加し、70億４百万円となりました。固定負債につきましては、主に社債の増加３億８千６百

万円、長期借入金の減少６千６百万円、退職給付引当金の減少９千万円、役員退職慰労引当金の減少１億５千６

百万円により、前連結会計年度末に比べ４千３百万円増加し、54億７千９百万円となりました。
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(純資産)

純資産につきましては、主に利益剰余金の減少５億５千万円により、前連結会計年度末に比べ５億５千８百万

円減少し、109億３千２百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比

べ４億４千５百万円増加(前年同四半期は、３億５千８百万円の増加)し、14億７千１百万円(前年同四半期は、12

億５千２百万円)となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は４億２千９百万円(前年同四半期は、６

億７千万円の支出)となりました。これは主として、税金等調整前四半期純損失４億４千４百万円、非資金支出費

用である減価償却費１億４千１百万円、仕入債務の増加２億５千３百万円、たな卸資産の増加11億７千７百万

円、前受金の増加９億７千５百万円の計上によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は３億１千２百万円(前年同四半期は、７

千７百万円の支出)となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出３億７百万円によるもので

あります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果、得られた資金は11億８千８百万円(前年同四半期は、11

億６百万円の収入)となりました。これは主として、短期借入金の純増加額による収入９億円、社債の発行による

収入４億８千５百万円によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当社グループにおける研究開発活動は、当社のみで行っております。当第１四半期連結会計期間における研究

開発費の総額は、１百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,499,025 7,499,025
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

(注)
単元株式数　100株

計 7,499,025 7,499,025 ― ―

(注) 普通株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年１月１日～
平成23年３月31日

― 7,499,025 ― 3,173,236 ― 3,330,314

 

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

   平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　358,600

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,133,200
71,332 同上

単元未満株式
普通株式

7,225
―

100株(１単元)未満の株式でありま
す。

発行済株式総数 7,499,025 ― ―

総株主の議決権 ― 71,332 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれております。

２　単元未満株式には、当社所有の自己株式41株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
いであ株式会社

東京都世田谷区駒沢
三丁目15番１号

358,600 ― 358,600 4.78

計 ― 358,600 ― 358,600 4.78

(注)  所有株式数の割合は小数点以下第３位を切り捨てて記載しております。

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成23年
１月

 
２月

 
３月

最高(円) 395 393 476

最低(円) 352 353 285

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期

間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連

結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日か

ら平成23年３月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四

半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人

和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,471,654 1,025,813

受取手形及び営業未収入金 1,406,748 1,452,442

仕掛品 ※2
 4,759,800

※2
 3,582,322

繰延税金資産 290,072 188,625

その他 92,394 135,133

貸倒引当金 △1,280 △1,648

流動資産合計 8,019,389 6,382,689

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 4,941,126

※1
 5,007,488

土地 6,947,352 6,947,352

その他（純額） ※1
 750,903

※1
 492,738

有形固定資産合計 12,639,382 12,447,579

無形固定資産 139,977 136,328

投資その他の資産

投資有価証券 601,964 651,744

繰延税金資産 1,177,340 1,262,847

その他 853,475 811,778

貸倒引当金 △15,049 △15,063

投資その他の資産合計 2,617,730 2,711,307

固定資産合計 15,397,090 15,295,215

資産合計 23,416,479 21,677,904

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 739,119 485,196

短期借入金 3,264,608 2,364,608

1年内償還予定の社債 378,000 328,000

未払法人税等 37,770 141,501

賞与引当金 272,191 68,676

受注損失引当金 ※2
 24,475

※2
 30,984

建物等撤去引当金 35,852 35,852

その他 2,252,563 1,296,759

流動負債合計 7,004,580 4,751,578

固定負債

社債 1,350,000 964,000

長期借入金 992,506 1,058,658

退職給付引当金 2,760,708 2,850,982

役員退職慰労引当金 217,336 374,333

その他 158,901 187,801

固定負債合計 5,479,454 5,435,776

負債合計 12,484,035 10,187,355
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,173,236 3,173,236

資本剰余金 3,352,573 3,352,573

利益剰余金 4,593,440 5,143,893

自己株式 △138,841 △138,841

株主資本合計 10,980,409 11,530,862

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △47,122 △39,243

為替換算調整勘定 △842 △1,069

評価・換算差額等合計 △47,964 △40,312

純資産合計 10,932,444 11,490,549

負債純資産合計 23,416,479 21,677,904
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 1,876,549 2,145,879

売上原価 1,359,844 1,726,929

売上総利益 516,705 418,950

販売費及び一般管理費 ※1
 865,534

※1
 851,550

営業損失（△） △348,829 △432,600

営業外収益

受取利息 693 842

受取配当金 1,005 480

受取保険金及び配当金 － 7,685

保険事務手数料 1,597 1,615

保険解約返戻金 379 13,900

その他 3,574 1,501

営業外収益合計 7,251 26,026

営業外費用

支払利息 19,516 15,178

社債発行費 － 14,039

その他 8,299 5,996

営業外費用合計 27,815 35,214

経常損失（△） △369,394 △441,788

特別利益

投資有価証券売却益 － 28,463

特別利益合計 － 28,463

特別損失

投資有価証券評価損 － 31,369

特別損失合計 － 31,369

税金等調整前四半期純損失（△） △369,394 △444,694

法人税、住民税及び事業税 26,241 32,542

法人税等調整額 2,519 △16,039

法人税等合計 28,761 16,503

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △461,197

四半期純損失（△） △398,155 △461,197
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △369,394 △444,694

減価償却費 150,645 141,391

退職給付引当金の増減額（△は減少） △128,901 －

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

－ △247,269

賞与引当金の増減額（△は減少） 189,254 203,514

受取利息及び受取配当金 △1,699 △1,322

支払利息 19,516 15,178

社債発行費 － 14,039

投資有価証券売却損益（△は益） － △28,463

投資有価証券評価損益（△は益） － 31,369

売上債権の増減額（△は増加） △151,408 45,694

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,890,886 △1,177,477

仕入債務の増減額（△は減少） 330,408 253,922

前受金の増減額（△は減少） 1,402,349 975,761

その他 △161,861 △54,150

小計 △611,978 △272,506

利息及び配当金の受取額 1,242 899

利息の支払額 △16,369 △15,110

法人税等の支払額 △43,492 △142,789

営業活動によるキャッシュ・フロー △670,597 △429,507

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △68,476 △307,541

無形固定資産の取得による支出 △100 △9,811

投資有価証券の取得による支出 － △13,552

投資有価証券の売却による収入 － 52,754

貸付けによる支出 △10,000 △15,500

貸付金の回収による収入 1,014 1,053

その他の支出 △21,742 △21,421

その他の収入 22,055 1,136

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,249 △312,881

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,300,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △66,412 △66,152

社債の発行による収入 － 485,258

社債の償還による支出 △64,000 △64,000

自己株式の取得による支出 △20 －

配当金の支払額 △63,114 △65,606

その他の支出 － △798

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,106,451 1,188,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 221 △470

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358,825 445,841

現金及び現金同等物の期首残高 893,238 1,025,813

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,252,064

※
 1,471,654
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第１四半期連結会計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 (１)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用して

おります。

 これによる損益に与える影響はありません。

 (２)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

【表示方法の変更】

 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

四半期連結損益計算書関係 　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府

令第５号）」の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

四半期連結キャッシュ・フロー計算書 　「退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）」は、前

第１四半期連結累計期間まで、「退職給付引当金の増減額（△は減

少）」として表示しておりましたが、内容をより明瞭に表示するた

めに科目名の変更を行っております。
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【簡便な会計処理】

 

 
当第１四半期連結会計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

１　固定資産の減価償却費の算

定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２　法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判定に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認

められる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降

に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変

化が認められた場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用

する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,226,950千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,121,644千円

※２　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と

受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

のうち、受注損失引当金に対応する額は15,370千

円であります。

※２　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と

受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

のうち、受注損失引当金に対応する額は19,720千

円であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 511,436千円

賞与引当金繰入額 56,020千円

退職給付費用 15,435千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,265千円

旅費交通費 44,714千円

賃借料 28,678千円

租税公課 23,372千円

減価償却費 35,046千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 512,509千円

賞与引当金繰入額 59,714千円

退職給付費用 7,526千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,918千円

旅費交通費 44,893千円

賃借料 26,754千円

租税公課 21,461千円

減価償却費 30,172千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金 1,352,064千円

預入期間が３か月超の定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,252,064千円
  

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金 1,471,654千円

現金及び現金同等物 1,471,654千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  

平成23年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,499,025

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 358,641

 

 

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

 

４．配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 89,254 12.50平成22年12月31日平成23年３月30日利益剰余金

 

  (2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日)

 

 
環境コンサ
ルタント事
業(千円)

建設コンサ
ルタント事
業(千円)

情報システ
ム事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計(千円)
消去または
全社(千円)

連結
(千円)

売上高        

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,448,990297,57574,39055,5941,876,549― 1,876,549

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,610 1,000 ― 14,81717,427(17,427)―

計 1,450,600298,57574,39070,4121,893,977(17,427)1,876,549

営業利益又は営業損失(△) △79,904△337,85518,85548,838△350,0651,236△348,829

(注) １　事業区分はサービス等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各区分の主なサービス

(1) 環境コンサルタント事業……環境に係る計画、設計、調査、分析、予測評価ならびに気象予報に関する業務

(2) 建設コンサルタント事業……建設に係る企画、計画、設計、調査、解析・評価ならびに施工管理に関する業務

(3) 情報システム事業……………情報システムの構築・保守・運用及び製品開発・販売に関する業務

(4) 不動産事業……………………不動産賃貸に関する業務

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、サービス別に事業本部及び連結子会社を置き、各事業本部及び連結子会社は取り扱うサービス

について戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業本部及び連結子会社を基礎としたサービス別事業セグメントから構成されており、

「環境コンサルタント事業」、「建設コンサルタント事業」、「情報システム事業」、「不動産事業」の４つを報

告セグメントとしております。

「環境コンサルタント事業」は、環境に係る計画、設計、調査、分析、予測評価並びに気象予報に関する業務、「建

設コンサルタント事業」は、建設に係る企画、計画、設計、調査、解析・評価並びに施工管理に関する業務、「情報シ

ステム事業」は、情報システムの構築・保守・運用に関する業務、「不動産事業」は、不動産賃貸に関する業務を

行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

環境コンサ
ルタント事
業

建設コンサ
ルタント事
業

情報システ
ム事業

不動産事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,679,082369,84357,03039,9232,145,879― 2,145,879

  セグメント間の内部売上
高
  又は振替高

― ― 150 14,81714,967△14,967 ―

計 1,679,082369,84357,18054,7402,160,847△14,9672,145,879

セグメント利益又は損失
(△)

△88,594△364,640△14,43833,838△433,8361,235△432,600

(注)１セグメント間取引消去によるものであります。

　　２セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年

３月21日)を適用しております。

 

EDINET提出書類

いであ株式会社(E04795)

四半期報告書

23/29



(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所について、退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積る事ができません。また、一部の建物について、解体時における除去費用に係

る債務を有しておりますが、当該債務に関連する建物の撤去時期が明確でなく、将来解体する予定もないこと

から、資産除去債務を合理的に見積る事ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上して

おりません。

 

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
 

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

  

 1,531.07円

  

 1,609.23円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間
 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △55.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △64.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △398,155 △461,197

普通株式に係る四半期純損失(千円) △398,155 △461,197

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,140,420 7,140,384

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年５月11日

いであ株式会社

取締役会  御中

監査法人　和宏事務所

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　髙　　木　　快　　雄　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　嶋　　　　　豊　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているいであ株式

会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日

から平成22年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、いであ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年５月11日

いであ株式会社

取締役会  御中

監査法人　和宏事務所

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　髙　　木　　快　　雄　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　嶋　　　　　豊　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているいであ株式

会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日

から平成23年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、いであ株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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